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トピックス
膀米国カリフォルニア州
がヒトクローン胚の作
成を容認
2002年9月22日、米国カリフ
ォルニア州のGray Davis知事は、
ヒト体細胞からの核移植を含むあ
らゆるヒト生体材料からのヒト胚
性幹細胞（ヒトES細胞）等の樹
立及び利用に関する研究を認める
州法案にサインした（Science
（2002）Vol. 297, Page 2185）。こ
の法案により核移植によるヒトク
ローン胚①の作成も認められるこ
とになる。州知事はこの法案と同
時にヒトクローン個体産生の一時
的禁止を恒久的な禁止とする法案
にサインした。
米国では、ブッシュ政権がヒト
クローン胚の作成を禁止すべきと
の方針を明確にしており、今年4
月の大統領のスピーチにおいて
も、ヒトクローン個体作成とヒト
クローン胚の研究を禁止すべきで
あると述べている。また、2001
年7月31日にヒトクローン胚の作
成及びヒトクローン個体産生を禁
止する法案が下院を通過し、現在
上院で審議中である。今回のカリ
フォルニア州の決定は、核移植に
よるヒトクローン胚の作成を認め
た点で米国では最初のものであ
り、今後の成り行きが注目される。
現在、ヒトクローン胚の作成に
ついては、英国が条件付で認めて
いる以外は、フランス、ドイツと
も認めていない。日本では、当面
ヒトクローン胚の作成を認めない
こととしており、2000年11月に
成立したクローン技術規制法にお
いてヒトクローン胚の胎内への移
植を禁止している。
この問題については、研究及び
研究資源の国際的なアンバランス
を生む可能性があり、将来、倫理
問題を含め国際的な調整が必要と
なるかもしれない。
（味の素㈱　都河龍一郎氏）
膂鱗翅目昆虫を対象とし
たゲノム研究の国際的
な動向が報告される
～第一回国際鱗翅目昆虫ゲノ
ムワークショップより～
独立行政法人農業生物資源研究
所(動物生命研COE)／生研機構／
未来開拓研究等の共催による第一
回国際鱗翅目昆虫ゲノムワークシ
ョップがつくばの研究交流センタ
ーにおいて2002年9月30日～10
月3日に開催された。
講演者は日本（17名）、アメリ
カ合衆国（9名）、フランス（4名）、
中国（3名）、インドとオーストラ
リア（各2名）、韓国、タイ、ギ
リシャ、カナダ及びチェコ（各1
名）の11か国42名であった。全
体的な印象としては、日本でのカ
イコを利用した遺伝学研究の蓄積
と最近のゲノムプロジェクトおよ
びトランスジェニックカイコ作出
技術の進展は国内外の研究者によ
り高く評価されており、その成果
を各国の鱗翅目昆虫研究に応用し
ていこうという姿勢が感じられた。
また、フランスでは、カイコゲ
ノム研究と連携して害虫の一種で
あるヤガ科昆虫の統合ゲノムデー
タベース構築に着手している。一
方、イネゲノムでその力量を示し
た中国は、未公開ながらすでに膨
大なカイコのEST②データベース
を構築していることを明らかにし
た。カナダやオーストラリアでの
鱗翅目害虫のESTデータベース
ライフサイエンス分野
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査
員の投稿（12月号は2002年11月2日より2002年11月
29日まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまと
めたものです。センターにおいて、関連する複数の投稿
をまとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集する
ため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。た
だし、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解
を得て、記名により掲載しています。
用 語 説 明
①ヒトクローン胚
ヒトの体細胞の核を、除核した未受精卵に注入することにより作成した胚。
ヒトのクローン胚から必要な臓器や細胞を作成することができれば、新しい医
療技術の開発に結びつくと期待されている。
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作りの進展が報告された。
アメリカ、フランスおよび日本
からは、形質転換昆虫作製技術の
開発や改良についても新しい成果
が披露された。特に、現在主流の
バキュロウイルスの代りにトラン
スジェニックカイコを使って絹糸
と一緒に生理活性タンパク質（ネ
コインターフェロン）生産をおこ
なうという、東レと農業生物資源
研究所との共同の取り組みは画期
的であった。
鱗翅目昆虫ゲノム研究は、基礎
生物学的興味に留まらず、害虫防
除と昆虫機能利用などの応用的観
点からも重要性が高く、しかも歴
史あるカイコ研究のおかげで日本
が主役を演じられる分野だけに、
国際協力による今後の発展が大い
に期待される。
（三重大学工学部　小林淳氏）
膠約6万クローンのマウ
ス完全長cDNAの塩基
配列および遺伝子機能
情報が公開される
マウスは、ヒトとほとんど同じ
遺伝子を持つことや遺伝学的実験
が行いやすいことなどから、ヒト
のモデル動物として医学・生物学
的研究の中心となっている。マウ
スのゲノムプロジェクトはヒトゲ
ノムプロジェクトと並行して進め
られており、世界的にも重要課題
とされている。今回、マウスゲノ
ムの塩基配列決定を行う国際組織
であるマウスゲノムシーケンスコ
ンソーシアム（MGSC）の取組に
より、マウスのゲノムシーケンス
ドラフトが完成された。
またゲノム研究においては、
DNAから転写されたmRNAを鋳
型に作られた完全長cDNA③（タ
ンパク質合成のための設計情報の
みをもつDNA）の解析が大変重
要である。これまでに理化学研究
所では、全てのマウス遺伝子（完
全長cDNA）を取り出し、その塩
基配列情報などを体系的に整理す
るマウスエンサイクロペディア計
画を推進し、完全長cDNAデータ
ベースを構築してきている。さら
にこの完全長cDNAに遺伝子機能
情報の注釈をつける（アノテーシ
ョン）国際FANTOMコンソーシ
アムが理研主導のもと結成されて
おり、これまでに2度の国際会議
を開くなど活発な活動が行われて
きた。
今回、MGSCと国際FANTOM
コンソーシアムの連携により、マ
ウスゲノム上に完全長cDNAをマ
ップすることで、約6万クローン
のゲノム情報と転写産物の全容が
併せて明らかにされた。このよう
にゲノムとトランスクリプトーム④
双方の同時解読・解析がなされた
のは、今回のマウスが初めてであ
る。これら一連の成果は、2002年
12月5日号のNature誌にマウス特
集号として掲載された。
今回の成果は、盧マウス完全長
cDNAにおいて60,770クローンセ
ット（FANTOM2クローンセッ
ト）の塩基配列および機能解析を
行い機能アノテーションを付与し
たこと、盪FANTOM2クローン
セットの中には約33,000種類の遺
伝子（現在までに収集された全遺
伝子の約9割に相当）が含まれて
おり、このうち約16,000種類は今
回新たに発見された遺伝子である
こと、蘯マウスのゲノムとトラン
スクリプトームを一体で解析する
ことにより、ゲノム解析だけでは
遺伝子として認知されていない部
分が、実際には遺伝子として転写
されていることを初めて科学的に
実証したことなどの点で非常に重
要である（The FANTOM Con-
sortium and The RIKEN Genome
Exploration Research Group Phase
I & II Team, Analysis of the
mouse transcriptome based on
functional annotation of 60,770 full-
length cDNA, Nature, 420, 563-573,
2002）。
今回得られた成果は、ヒトやマ
ウスをはじめとする様々な生物に
ついての基礎研究および医療・創
薬などの応用研究のためのプラッ
トフォームとなることが期待され
る。なおFANTOM2の情報は、
2002年12月5日から理研内のホー
ムページおよび日本DNAデータ
バンク（DDBJ）により公開され
たほか、国内外の分譲を希望する
科学研究者の利用に供するため、
頒布体制を整えていく予定として
いる。また、FANTOM2クロー
ンセットは、「 RIKEN- FAN-
TOM2クローンセット」の名称で
頒布する予定である。
（理化学研究所　林闢良英氏）
用 語 説 明
②EST（expressed sequence tag 発現配列タグ）
メッセンジャーRNAの相補的（complementary）DNA（cDNA）の部分塩
基配列をESTと呼ぶ。cDNAは細胞内で発現された遺伝子の塩基配列を表し、
ESTは遺伝子の塩基配列に到達する手段のひとつと考えられている。
③完全長cDNA
ゲノムDNAの中から不要な配列を除き、タンパク質をコードする配列のみ
に整理された遺伝情報物質であるmRNAを鋳型にして作られたDNAのこと。
完全長cDNAは、断片cDNAと異なり、タンパク質を合成するための設計情報
を全て有しているため、タンパク質を合成することができる。
④トランスクリプトーム
生物のゲノムから転写された遺伝子全体を指す用語。トランスクリプトーム
の解析を行うことにより、それぞれの遺伝子が転写されている組織や、発生段
階などの情報が得られ、ゲノムの塩基配列から予測されるもののみではなく、
コンピューターでは予測できない遺伝子の存在も実証することができる。
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膀超伝導量子コンピュータ
の新方式を理研が提唱
近年注目されている量子コンピ
ュータの実現を目指して、超伝導
素子を使った数百個の「量子ビッ
ト」の集積を可能にする回路方式
を、理化学研究所フロンティア研
究システムの単量子操作研究グル
ープのFranco Nori（ミシガン大学
終身教授兼務）、蔡　兆申（NEC
基礎研究所主席研究員兼務）らが
考案し、Physical Review Letters
11月4日号（2002）に発表した。
量子コンピュータは、現在のコ
ンピュータと異なり各ビットが量
子力学に基づいて動作するコンピ
ュータで、現在のスーパーコンピ
ュータでは現実的な時間内で解け
ないある種の問題（大きな数の素
因数分解等）を数秒で計算可能に
なるとして注目されている。
量子コンピュータの基本素子で
ある量子ビットの実現方法につい
ては、種々の方式が提案されてお
り、まだ本命が決定しているわけ
ではない。コヒーレンス（量子ビ
ット間の量子力学的相互作用）を
長時間保ち、多ビットへの展開が
容易な方法を研究している段階で
ある。
超伝導を用いた量子ビットは数
十μm程度の長距離にわたって、
コヒーレンスを実現することが出
来る。このいわゆる巨視的量子効
果は他の量子素子にはない超伝導
の大きな利点であり、多くの素子
を組み合わせて量子コンピュ―タ
を実現することが可能であると考
えられている。
超伝導量子ビットには、大きく
分けて、電子箱①に閉じこめた電
荷を使う電荷量子ビットと、
SQUID②に閉じこめた磁束を使う
磁束量子ビットがある。今回理研
の研究グループが提唱したのは電
荷量子ビットである。従来提案さ
れていた電荷量子ビットを使った
集積回路方式では、多ビット化が
幾何学的に困難であったり、任意
の量子ビットを制御するのが困難
である等の問題で、実用的な量子
コンピュータに必要な、100量子
ビット単位の集積度のスケールア
ップの目途が立っていなかった。
提案された方式は、次のような
ものである。まず、量子ビットと
なる量子箱の両側に２個の超伝導
ループをつなぐ。超伝導ループは
それぞれ２カ所のジョセフソン接
合で分断されており、全体は量子
箱につながった２個の直流超伝導
量子干渉器（DC-SQUID）が形成
される形となる。量子箱に接近し
て制御用のゲートを設置されている。
複数の量子ビットは二つの
SQUIDを介して並列に超伝導配
線で接続され、さらに全量子ビッ
トに共有されるインダクタンス
（コイル）が並列に接続される。
これにより量子ビット間がDC-
SQUIDを通じて結合できるよう
にした。量子ビットの制御は、ゲ
ート電圧とSQUIDに加えられる
磁場、共有コイルに加えられる磁
場によって制御される。この方式
では、隣り合ってなくても量子ビ
ット間の相互作用を制御できるよ
うになるほか、量子計算の基本的
なゲート操作である制御NOTゲ
ート操作、制御位相ゲート操作③
をいずれも１回の操作でできるよ
うになる。
今回の発表は回路の理論的な検
証が終わった段階であるが、今後
実験的に実証されることを期待し
たい。
情報通信分野
用 語 説 明
①電子箱
微小な金属や半導体の孤立パターンに外部から電子を出し入れする時、大き
な静電エネルギーの変化が発生する。そのために、電子箱と呼ばれるこのよう
な構造へ電子を出し入れする際のエネルギーは、移動する電子の数に対応する
「電荷数状態」として量子化（原子中の電子のようにとびとびの値を取ること）
される。この状態では電子数状態のエネルギー準位と周囲のエネルギー準位が
一致しない限り電子は電子箱の中に閉じこめられる。電子箱は単一電子デバイ
ス、ナノエレクトロニクス素子や量子コンピュータの基本素子として期待され
る。なお、超伝導体の場合、電子は単一ではなくクーパーペアと呼ばれる２個
一組で電子箱に閉じこめられる。
②SQUID（超伝導量子干渉素子）
１つあるいは２つのジョセフソン接合により超伝導ループを分断した磁気デ
バイス。このループに加えられる最大超伝導電流値は、ループの中に閉じこめ
られた磁束により変化する。非常に微弱な磁気に応答する特性を使い、超高感
度磁気センサとして用いられる。
③制御NOTゲート、制御位相ゲート
いずれも量子コンピュータにおける基本論理ゲートであり、1ビットの制御
と組み合わせることで、すべての論理操作が可能になる。
科学技術動向　2002年12月号
8
ナノテク・材料分野
膀最も軽い金属のリチウ
ムが超伝導体になるこ
とが世界で初めて実証
された
超伝導材料は、液体ヘリウム温
度（4Ｋ：－269℃）や液体窒素
（77K：－196℃）で冷却して用い
るが、圧力をかけると超伝導転移
温度(超伝導体に変化する温度)は
上昇することが知られている。大
阪大学基礎工学研究科の清水助手
らは、これまでにも酸素・ヨウ
素・カルシウム・鉄などの単体の
元素が、高圧下では超伝導体に転
移することを実験的に証明してき
た。このほど、理論的には超伝導
体になりにくいと言われてきた金
属リチウム（Li）が、高圧下では金
属としては最も高い温度で超伝導
体になることを世界で初めて実証
した（Nature, vol.419,p.597（2002））。
清水助手らは、ダイヤモンドア
ンビルセルという小型の金属容器
に測定端子の付いた金属試料を詰
め、ガス駆動式で等方的に圧力を
加えながら冷却して電気測定を行
なっている。リチウムはたいへん
高い反応性を持つため、すぐに酸
化などの反応を起こしてしまう。
この点を工夫して金属状態を保っ
たまま金属リチウムに高い圧力を
かけたところ、30GPa（大気圧の
30万倍）以上で超伝導体となり、
現時点で実験可能な最高圧力であ
る48GPa（大気圧の48万倍）では
超伝導転移温度が20K（－253℃）
まで上昇することを見出した。
従来から超伝導体の基本的な理
論と見なされているBCS理論によ
れば、原子番号が小さく軽い元素
ほど高い超伝導転移温度が予想さ
れており、清水助手らの一連の研
究成果はその予想を証明してい
る。今後、実験的にさらに高い圧
力をかけることが可能になれば、
超伝導転移温度がどこまで上昇す
るのか興味深い。
また、今回の金属リチウムの測
定結果は、理論的には超伝導体に
膀オゾン層保護と地球温
暖化防止に向けHFC
排出抑制の自主的使用
原則が策定される
11月29日、日本（経済産業省）
と米国（EPA）、国連環境計画
（UNEP）および日・米・欧・加・
豪・中などの25の事業者団体は
共同で、ハイドロフルオロカーボ
ン（HFC）の排出抑制のための自
主的ルール、「HFCの責任ある使
用原則」（RESPONSIBLE USE
PRINCIPLES FOR HFCs）を策定
したと発表した。
現在、先進諸国を主とした世界
各国では、オゾン層保護の観点か
ら、モントリオール議定書に基づ
きフロン等の段階的削減・全廃を
進めている。HFCは、オゾン破
壊係数はゼロで、エネルギー効率
が優れているためフロンの代替物
質として、家電製品や発泡断熱材、
消火剤など幅広い用途で使用され
ている。IPCC第3次レポートをは
じめ世界各国において、HFC は
オゾン層破壊物質の代替物質とし
て不可欠とされており、また、ハ
イドロクロロフルオロカーボン
（HCFC）（注1）の削減にも必要とさ
れている。しかしながら、HFC
などフロン代替物質は、地球温暖
化効果係数が大きく、京都議定書
では排出抑制の対象物質となって
いる。
今年8月、環境省は、モントリ
オール議定書（オゾン層を破壊す
る物質に関する議定書）に基づき
先進国では生産が全廃されたフロ
ンの大気中濃度が、北海道の観測
点（北半球中緯度の平均的な状況
を代表）で、横ばい若しくは減少
傾向を示しているものの、同議定
書で生産の総量規制がされていな
いHFCなどの代替フロンの大気
中濃度は、増加傾向にあることが
判明したと発表した。
今回策定された使用原則では､
盧必要な用途を選んでHFCを使
用すること､盪製造から使用､廃棄
にわたる各段階でHFCの排出を
最小化し、エネルギー効率を最大
化していくこと、蘯HFCの回収､
再利用､破壊を促進すること､盻実
用可能な代替物質を検討するこ
と、などが盛り込まれた。今後、
本使用原則に参加した行政機関及
び事業者団体は、これを履行する
ことにより、HFCの排出抑制に
積極的に取り組んでいくこととなる。
今回策定された使用原則によっ
て、今後、製造工程や使用後にお
けるHFCの回収・リサイクル・
再生・破壊に関する取り組みへの
世界的な進展が期待される。
（注１）オゾン破壊係数がゼロで
はない代替フロンの一種。モン
トリオール議定書ではオゾン層
破壊物質として規制対象とされ、
2004年に生産の総量規制、2020
年に生産全廃となっている。
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膀環境にやさしいフッ素
化芳香族化合物の新し
い製造法
フルオロベンゼンなどのフッ素
化芳香族化合物は医薬や農薬の
中間化合物として大量に製造さ
れている重要な化合物である。
しかし、フルオロベンゼンは、
通常、アニリンやクロロベンゼ
ンを経由した多段階のプロセス
で合成され、多量の廃棄物が副
生しコストが高いなどの問題点
を有している。これに対し、デ
ュポン社のM. A. Subramanian ら
は、主な副生成物が水で、しかも
製造コストの安価なフッ素化芳香
族化合物の新しい製造法を開発し
たと発表した（Science, vol.297,
p.1665（2002））。
M. A. Subramanianらの開発し
た方法は、ベンゼン、フッ化水素
（HF）および酸素（O2）からフル
製造技術分野
エネルギー分野
なりにくいと言われてきたアルカ
リ金属も超伝導体になることを証
明した初めてのケースとしても高
く評価される。リチウムは、究極
の高温超伝導体ではないかと考え
られている金属水素に構造が最も
近い金属である。したがって、金
属リチウムの高圧下での構造や電
子状態は、まだ得られていない固
体の金属水素に関しても重要な知
見をもたらしてくれるものと期待
される。清水助手らの高圧低温下
における超伝導物質研究は、これ
までは世界的に見てもほぼ独走状
膀次世代型軽水炉の研究
開発　―第13回環太平洋原
子力国際会議から―
今日、次世代型原子力システム
についての研究開発が世界的に活
発化している。7月にリオデジャ
ネイロで開催された第4世代原子
力システムに関する国際フォーラ
ム（GIF）では、2030年頃までの
実用化を目標とする第4世代原子
力システム候補（６概念グループ）
と、より早期に導入される可能性
がある短期導入候補（５概念グル
ープ）がリストアップされた。こ
の中には、高速炉、小型炉、液体
金属炉、ガス炉、溶融塩炉、次世
代型軽水炉など多様な炉型が含ま
れている。
10月21～25日、第13回環太平
洋原子力会議（PBNC2002）が中
国の深K
しんせん
で開催され、次世代型原
子炉関連で30件超の研究発表が
なされた。
本稿では、わが国の研究グルー
プによる次世代型軽水炉について
の発表を紹介する。このタイプの
原子炉は、既存の軽水炉の研究開
発や運転で得た知識や経験を最大
限に活用することができ、わが国
の研究水準は世界トップクラスで
ある。
日本原子力研究所・日立・日本
原子力発電の共同研究グループ
は、短期導入候補の一つである低
減速軽水炉の設計仕様と基本特性
を報告した。この原子炉は、減速
材である水の体積が核燃料の半分
以下と小さく、炉内中性子のエネ
ルギーが高くなっている。このた
め、ウランからプルトニウムへの
転換割合が高くなり、増殖を含め
たウラン資源の有効利用が可能と
なる。また、MOX燃料を使用す
るため、将来のプルトニウムの需
給に応じた柔軟な運転も可能であ
る。現在、2020年代の実用化を目
指し、原研を中心に本炉型の成立
性を確認するための熱流動試験や
材料試験を実施している。
一方、東京大学の岡芳明教授の
研究グループは、第4世代原子力
システム候補の一つと位置付けら
れている貫流直接サイクル型超臨
界圧軽水冷却炉について報告し
た。この原子炉は、冷却水を沸騰
現象がなくなる臨界点以上に加圧
して用いる。このため、気液分離
や再循環が不要となる上、冷却水
流量が約1/10に低減し、システム
が簡素化される。また、発電効率
が高まり、経済性が向上する。さ
らに、高速炉心との適合性もよく、
核燃料の増殖も可能である。
今日、原子力を取り巻く状況は
ますます複雑化の様相を呈してい
るが、安全性、経済性、核拡散抵
抗性、社会的受容性に優れた革新
的な原子炉の開発・実用化がこの
状況を打開する鍵であろう。今回
GIFがリストアップした次世代型
原子力システムには、わが国が世
界の研究開発のトップを走ってい
るものがいくつかある。今後、こ
うした技術の具体化に向けた取り
組が求められよう。
態であったが、上記論文発表の約
１ヶ月後には米国から追試データ
の発表があり（Science, vol.298,
p.1213（2002））、今後はこの分野
の競争も激化することを予感させる。
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オロベンゼンを合成するもので、
ポイントは、ベンゼンをフッ素化
する能力を有すると共に、フッ化
水素と酸素で再生されるフッ化金
属としてフッ化銅を見出したこと
にある。
具体的には、フッ化銅（CuF2）
の存在下ベンゼン蒸気を高温で流
すと、フルオロベンゼンが95％
の選択率で得られる。450℃では
ベンゼンの5％がフルオロベンゼ
ンに転化されるが、550℃で行な
うと転化率は約30％に向上した。
反応によりフッ化銅は金属銅
（Cu）に還元されるが、金属銅は
フッ化水素と酸素の混合ガスによ
りフッ化銅に再生され、この際水
が副生する。このサイクルは、繰
り返しが可能であり、繰り返しに
よりフッ素化能は低下しないと述
べられている。
本合成法はフルオロトルエンや
ジフルオロベンゼン類の合成にも
適用できるとの事であり、環境に
やさしいプロセスとして今後の進
展が期待される。
